
庁      議  

              日時： ５月 １日（金）ＡＭ８：３０ ＜庁議室＞ 

◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇ 

【市長挨拶】 

 

 

 

 

 

【協議事項】 

１ 損害賠償の額の決定及び和解についての専決処分について          農政部長 

 

２ 損害賠償の額の決定及び和解についての専決処分について          消防長 

 

３ 学校給食費滞納者に対する訴えの提起及び和解についての専決処分について  教育部長 

 

４ 市長等の給与の臨時特例に関する条例の制定について            企画部長 

 

５ 太田市市税条例の一部を改正する条例についての専決処分について      総務部長 

 

 

【連絡事項】 

１ 令和２年度「県選出等国会議員への要望」について             企画部長 

 

２ 令和３年４月１日付採用に係る職員採用試験の実施について         企画部長 

 

３ 新型コロナウイルス感染症対策商業支援事業について            産業環境部長 

 

４ 太田市立北の杜学園の校章及び校歌について                教育部長 

 

５ 令和２年度太田市一般会計補正予算（第１号）についての専決処分について  総務部長 

 

 

【その他】 

 

 

 

 
◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇ 
◆ 次回庁議予定 ◆ ５月２１日（木）ＡＭ８：３０～＜庁議室＞ 案件名報告： ５月１１日 (月)PM5:00 
                                    資料提出：  ５月１４日 (木)PM5:00 



 ５ 月 １ 日 庁議提出案件           資料No.１    
●内 容  【 1.協議事項  】 

○公 開  【 1.可 】 

○公開時期 【 2.委員会・委員会協議会後 】 

 

              農政部長 氏名 高田 進  外線（TEL）20-9713  

◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇ 

 

【 表 題 】 

  損害賠償の額の決定及び和解についての専決処分について 

 

【 目 的 】 

  太田市新田赤堀町地内の市道において発生した事故に関し、損害賠償の額を定め、和解す

ることについて、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定により専

決処分したことを報告するものです。 

 

【 概 要 】 

１ 公用車の運転中に発生した事故による損害賠償表 

 
専決処分日 

損害賠償額 

（損害額） 

過失 

割合 
事故概要 

1 令和2年4月16日 
98,452円 

（164,087円） 
6割 

令和２年１月２７日、太田市新田

赤堀町３２９番地1付近の市道に

おいて、職員の運転する公用車が

徐行して右前方の駐車場に入ろう

とした際、当該公用車の右フロン

トバンパーが右後方から追越しを

してきた相手方が運転する乗用車

の左側面と接触したことにより、

当該公用車及び当該乗用車が損傷

したものです。 

 

２ 本件に関し、市と相手方との間には、上表に記載のほか、一切の債権債務関係がないこと 

を相互に確認する。 

 

３ 損害賠償の支払い 損害保険ジャパン興亜株式会社 一般自動車保険にて対応しました。 

 

４ その他 地方自治法第１８０条第２項の規定により、令和２年５月委員会協議会あて 

に報告します。 

 

【 備 考 】 

 

＊ 問い合わせ先 農政部 農村整備課 施設管理係 外線 ２０－９７１３ 



  ５月 １日 庁議提出案件           資料No.２   
●内 容 【 1.協議事項 】 

○公 開 【 1.可 】 

○公開時期【 2.委員会・委員会協議会後 】 

 

               消防長 氏名 石澤 光之   （TEL）33-0200  

◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇ 

 

【 表 題 】 

  損害賠償の額の決定及び和解についての専決処分について 

 

【 目 的 】 

  公用車の緊急走行中に発生した事故に関し、損害賠償の額を定め、和解することについて、

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定により専決処分したことを

報告するものです。 

 

【 概 要 】 

１ 公用車の緊急走行中に発生した事故による損害賠償表 

 
専決処分日 

損害賠償額 

（損害額） 

過失 

割合 
事故概要 

1 

令和2年3月23日 

（東部消防署 

九合分署） 

1,632,103円 

(1,632,103円) 

※ 

10割 

※ 

令和元年11月2日発生。太田市矢田堀町地

内で救急車が緊急走行中、停車中の乗用

車を追い越そうと対向車線に出たとこ

ろ、対向車線を走行中の２トントラック

の右側サイドミラーと救急車の右側サイ

ドミラーが接触すると同時に、救急車の

左側面が停車中の乗用車の右側後方に接

触したことにより、当該乗用車が損傷し、

相手方に損害を与えたものである。 

2 

令和2年3月23日

（東部消防署   

九合分署） 

0円 

(―円) 
2割 

上記の事故により、救急車の右側サイド

ミラーと当該２トントラックの右側サイ

ドミラーが損傷し、相手方に損害を与え

たものであるが、相手方が損害賠償請求

権を放棄したものである。 

3 
令和2年4月16日 

（消防総務課） 

146,013円

（146,013円） 
10割 

令和2年2月1日発生。伊勢崎市東小保方町

地内において消防団員（第15分団・藪塚

西部）の運転する緊急走行中の消防車が

交差点を左折した際、消防車の右側面と

停車中の当該軽自動車の右後部が接触、

これを損傷させたことにより、相手方に

損害を与えたものである。 

 



※  乗用車の損害額を1,632,103円とし、市は、1,632,103円を支払うが、市と２トントラッ

ク（以下「トラック」という。）が共同の不法行為により乗用車に損害を与えた事故であ

ることから、市とトラックとの責任割合（市2割：トラック8割）に従って、市は、トラッ

クの負担部分８割（1,305,682円）についてトラックへ求償する。 

 

２ 本件に関し、市と相手方との間には、上表に記載のほか、一切の債権債務関係がないこと 

を確認しました。 

 

３ 損害賠償の支払い 

 表中１・２は、公益社団法人全国市有物件災害共済会にて対応しました。 

表中３は、一般財団法人全国自治協会自動車損害共済にて対応しました。 

 

４ その他 

 地方自治法第１８０条第２項の規定により、令和２年５月委員会協議会あてに報告します。 

 

【 備 考 】 

＊ 問い合わせ先 消防本部 東部消防署 九合分署 ４６－９１１９ ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ 

         消防本部 消防総務課 消防団係 ３３―０２０１ ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ 

 



   ５月１日 庁議提出案件           資料No.３   
●内 容 【 1.協議事項 】 

○公 開 【 1.可 】 

○公開時期【 2.委員会・委員会協議会後 】 

 

                 教育部長 氏名 春山 裕    内線（TEL）20-7086  

◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇ 

 

【 表 題 】 

  学校給食費滞納者に対する訴えの提起及び和解についての専決処分について 

 

 

【 目 的 】 

  未払い学校給食費に係る支払督促に対し、相手方から分割納付による和解を求める督促異

議の申立てがあり、民事訴訟法第３９５条により支払い督促申立ての時に訴えの提起があっ

たものとみなされるため、地方自治法第１８０条第１項の規定により訴えの提起及び和解に

ついての専決処分を行ったことについて報告するものです。 

 

 

【 概 要 】 

１ 提訴及び和解に関する概要 

  専決処分日：提訴 令和２年４月２０日 

        和解 令和２年４月２０日 

 滞納金額 和解概要 備考 

1 331,280円 分割納付 

 

児童・生徒２名分 

 

2 284,960円 分割納付 

 

生徒２名分 

 

 

２ 本件に関し、市と相手方との間には、それぞれの和解条項に定めるもののほかに何らの 

債権債務がないことを相互に確認する。 

   

３ その他 地方自治法第１８０条第２項の規定により、令和２年５月委員会協議会あて 

に報告します。 

 

 

 

 

【 備 考 】 

 問合せ先 教育部学校施設管理課学校給食係 内線１３１４ ２０-７０８６ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ 



 ５月 １日 庁議提出案件            資料No.４  

●内 容 【 1.協議事項 】 

○公 開 【 1.可 】 

○公開時期【 3.その他(定例会上程後) 】 

 企画部長 氏名 栗原 直樹 内線 ２２００  
◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇ 

 

【 表 題 】 

市長等の給与の臨時特例に関する条例の制定について 

 

【 目 的 】 

 新型コロナウイルス感染拡大により社会経済情勢の急激な変化で先行きの見えないなか、

全国的に企業活動が停滞傾向にあるとともに、市民生活の自粛、抑制が求められています。

このようななかで今後の厳しい財政状況も見込まれるため、市長、副市長及び教育長の給料

月額の支給について、臨時特例的に減額する条例を制定するものです。 

 

【 概 要 】 

１ 市長等について 

⑴ 減額対象及び減額内容 

減額対象 減額内容 

市長 給料月額の３０％を減額 

副市長・教育長 給料月額の２０％を減額 

※期末手当の減額はなし。 

 

⑵ 減額期間  令和２年６月１日から令和２年１１月３０日まで（６月間） 

⑶ 減額合計  ３,７２６千円   

   

  ２ その他  

   令和２年５月臨時会に議案提出予定です。 

 

【 備 考 】 

＊ 問い合わせ先 企画部 人事課 給与厚生係 内線 ２２３３ ４７－１９６１ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ 



  ５月１日  庁議提出案件           資料No  ５   
●内 容 【 1.協議事項 】 

○公 開 【 1.可 】 

○公開時期【 1.庁議後 】 

 

               総務部長 氏名 髙島 賢二   内線（TEL）2300  

◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇ 

【 表 題 】 

  太田市市税条例の一部を改正する条例についての専決処分について 

 

【 目 的 】 

  新型コロナウイルス感染症緊急経済対策における税制上の措置として、地方税法等の一部

を改正する法律（令和２年法律第２６号）が令和２年４月３０日に公布され、その一部が同

日付けで施行されることに伴い、条例の一部改正が必要になったため、やむを得ず、地方自

治法第１７９条第１項の規定に基づき、太田市市税条例の一部を改正する条例について専決

処分を行ったものです。 

 

【 概 要 】 

１ 軽自動車税関係 

○ 「軽自動車税環境性能割を非課税とし（附則第１５条の２）、又は税率を１％分軽減する

特例措置（附則第１５条の６第３項）（臨時的軽減）」の適用期限の延長について 

・上記の特例措置（臨時的軽減）の適用期限は、軽自動車税環境性能割が導入された令和元

年１０月１日から令和２年９月３０日までとしていましたが、今回の地方税法等の一部改

正に合わせ、適用期限を６月延長し、「令和３年３月３１日」までとしたものです。 

・軽自動車の特例措置（臨時的軽減）イメージ ※自家用のものに限る。 

区      分 

税 率 

（現行：令和元年

１０月１日から） 

臨時的軽減 

電気自動車・燃料電池自動車・天然ガス自動車等 

非課税 
非課税 ガソリン車 

ハイブリッド

車 

ＬＰＧ車 

令和２年度基準+２０％達成 

令和２年度基準+１０％達成 

令和２年度基準達成 １．０％ ⇒ 

平成２７年度基準+１０％達成 
２．０％ ⇒ １．０％ 

左記以外の３輪以上の軽自動車 

※ガソリン車・ハイブリッド車・ＬＰＧ車に適用する排ガス要件は、平成３０年度排出ガス 

  基準５０％低減（★★★★）又は平成１７年度排出ガス基準７５％（★★★★）低減達成

車に限る。 

※環境性能割については、新車・中古車を問わず対象。 

※免税点：通常の取得価額が５０万円以下の３輪以上の軽自動車に対しては、課税されない。 

 

２ 徴収の猶予制度の特例関係 

○ 収入が大幅に減少（前年同期比概ね２０％以上の減少）した場合において、無担保かつ



延滞金なしで１年間、徴収猶予できる特例の創設に伴う規定（附則第２４条）の新設につ

いて 

 ・ 既存の徴収猶予の申請書等の訂正等の期限を条例で２０日と定めていますが、今回の特

例に係る申請書等の訂正等の期限についても同様とする規定を新設するものです。 

 

３ 施行期日  公布の日 

 

４ その他 

令和２年５月臨時会に議案を提出します。 

 

＊ 問い合わせ先   総務部 市民税課 諸税係   内線2391 ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ 47-1931 

               収納課 管理係    内線2378 ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ 47-1936 



５月１日 庁議提出案件 資料No.１
●内 容 【 2.連絡事項 】

○公 開 【 1.可 】

○公開時期【 1.庁議後】

企画部長 氏名 栗原 直樹 内線 ２２００

◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇

【 表 題 】

令和２年度「県選出等国会議員への要望」について

【 目 的 】

群馬県市長会が毎年６月に本県選出等の国会議員へ提出する「要望事項」について、本市

からの要望を報告するものです。

【 概 要 】

１ 太田市の要望

（１）要望件数 ３件

（２）要望事項

２ 今後の予定

令和２年６月３日（水）に開催予定であった「本県選出等の国会議員との朝食会」は中止と

なったため、後日市長会から国会議員へ要望を提出予定。

【 備 考 】

＊ 問い合わせ先 企画部 企画政策課 企画政策係 内線２２９５ 47-1892（ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ）

令和２年度「県選出等国会議員への要望」

項目

番号
所管部課名 項目名 要望概要

１ 産業環境部
商業観光課

工業振興課

新型コロナウイルス感染症

に係る中小企業及び小規模

事業者等への支援策の強化

について

中小企業、小規模事業者等への資金繰り支

援の強化や迅速な実施、財政支援の強化、

経営環境の整備支援、地域経済の活性化や

経済対策を実施することを要望する。

２ 農政部 農村整備課
排水機場自動運転化の構築

について

排水機場は施設の経年劣化が著しく、運転

管理も高齢化や担い手不足により確保が

困難となっている。災害から住民を守るた

め、自動制御による無人化運転設備への改

修及び経年劣化に伴う改修のための補助

制度の拡充を要望する。

３ 都市政策部 下水道課
汚水処理事業の広域化・共同

化に向けた補助について

汚水処理施設の10年既成について、老朽化

が進んだ施設を公共下水道に接続する場

合には、新設管渠整備等に係る事業へ引き

続き補助を実施することを要望する。



 ５月１日 庁議提出案件             資料No.２  
●内 容 【 2.連絡事項 】 

○公 開 【 1.可 】 

○公開時期【 2.委員会・委員会協議会後 】 

 

              企画部長  栗原 直樹   内線２２００  

◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇ 

 

【 表 題 】 

令和３年４月１日付採用に係る職員採用試験の実施について 

 

【 目 的 】 

長期的な採用計画を踏まえつつ、本年度において見込まれる退職者数、行政需要への対応

及び専門技術職の充実などを総合的に勘案し、有為な人材を確保するため、太田市職員採用

規則等に基づき実施するものです。 

 

【 概 要 】 

１ 採用予定の職種及び人員 

職 種 区 分 人 数 

行政職 

一般事務(大学)   ２６人程度 

建築事務(大学)    ２人程度 

土木事務(大学)    ２人程度 

保健事務 ２人程度 

一般事務(短大・高校) １人程度 

一般事務(障がい者) 若干名 

消防職 消防吏員(大学・短大・高校)  １２人程度 

 

２ 試験実施日程等 

区  分 第１次試験 第２次試験 第３次試験 第４次試験 合格発表 

一般、建築、土木及び

保健事務(大学) 
６月２８日(日) ７月２３日(木) ８月下旬 ９月下旬 １０月上旬 

一般事務 
(障がい者) 

７月１２日(日) ８月上旬 ９月下旬 － １０月上旬 

一般事務 
(短大・高校) 

９月２０日(日) １０月中旬 １１月中旬 － １１月下旬 
消防吏員 

(大学・短大・高校) 

 ※一般事務（障がい者）については、応募状況等により追加で試験を実施する場合があります。 

 

３ 周知方法 

５月２０日号の広報おおた及びホームページにて周知する予定です。 

 

【 備 考 】 

 問い合わせ先  企画部 人事課 人事係 内線２２３１  ４７－１８１０ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ 



  ５月１日 庁議提出案件           資料No.３    
●内 容 【 2.連絡事項   】 

○公 開 【 1.可 】 

○公開時期【 2.委員会・委員会協議会後  】 

              産業環境部長 氏名 久保田 均   内線（TEL）２６００ 

◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇ 

【 表 題 】  

 

新型コロナウイルス感染症対策商業支援事業について 

 

【 概 要 】 

① 小規模事業者応援給付金 

目  的：売上げが大幅に減少した市内の小規模事業者を支援するため、家賃等の固定費の

補助として一律10万円の給付を行うもの。 

予 算 額：２００，０００千円程度（2,000件×10万円） 

給 付 額：１事業者につき１０万円 

対  象： 

・日本標準産業分類の対象分類に属する小規模 事業者（従業員5人以下）であること。 

  対象分類：卸・小売業、飲食サービス業、生活関連サービス業（但しチェーン店等は除く。） 

・土地建物の賃貸借により市内で店舗を営んでいる事業者であること。 

要  件： 

・令和2年2月～6月のいずれか1ケ月と平成31年2月～令和2年1月のいずれか1ケ月と比較して

売上が減少していること。（または令和2年2月～6月まで任意の2ケ月分を比較して売上げ

が減少していること。） 

・事業者（代表者）は太田市に住民登録があること。 

・事業者（代表者）本人とその家族に市税の滞納がないこと。 

・法人の場合は法人市民税の滞納がないこと。 

申請期間：令和２年５月１５日から６月３０日まで 

申請方法等：申請は原則郵送にて行い、給付金は口座振替とする。 

 

② 飲食店応援食事券支給 

目  的：外出自粛により売上げが大幅に減少した飲食店への支援として、１８歳以下の子

どものいる世帯に市内飲食店で使用できる食事券１万円を支給するもの。 

予 算 額：２３５，２００千円程度（うち食事券：221,000千円（22,100世帯で算出）） 

対  象：市内在住の１８歳（令和２年度中に）以下の子どものいる世帯（22,100世帯） 

使用期限：令和３年１月３１日（換金期限：令和３年３月３１日） 

支給方法：簡易書留による郵送配布（予定） 

そ の 他：食事券の使用店舗は太田市金券の取扱加盟飲食店舗とする。        

 

【 備 考 】 

＊ 問い合わせ先 産業環境部 商業観光課 商業係 内線2631 47-1833ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ 



 ５月１日 庁議提出案件            資料No.４  
●内 容 【 2.連絡事項 】 

○公 開 【 1.可 】 

○公開時期【 2.委員会・委員会協議会後 】 

 

              教育部長 氏名 春山 裕     （TEL）２０－７０８５   

◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇ 

【 表 題 】 

  太田市立北の杜学園の校章及び校歌について 

 

【 目 的 】 

令和３年度に開校する北中学校区義務教育学校『北の杜学園』の校章及び校歌が決定しま

したので、報告するものです。 

 

【 概 要 】 

  １ 校 章          

制作者  山野 直樹 氏（前 北中学校長） 

 

意 味  統合する３校（太田東小学校、韮川西小学校及

び北中学校）が重なり合い、一つの学校として

未来へ向かうという意味 

 

 

 ２ 校 歌         作 詞  今井  東 氏（太田中学校長） 

                作 曲  福島 弘和 氏（おおた芸術学校指導者） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【 備 考 】 

＊ 問い合わせ先   教育部 学校教育課 企画係  ＴＥＬ ２０－７０６５ ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ 



 ５月 １日 庁議提出案件           資料No.５  
●内 容 【 2.連絡事項 】 

○公 開 【 1.可 】 

○公開時期【 1.庁議後 】 

 

              総務部長 氏名 髙島 賢二  内線（TEL）２３００  

◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇ 

 

【 表 題 】 

 令和２年度太田市一般会計補正予算（第１号）についての専決処分について 

 

【 目 的 】 

 新型コロナウイルス感染症緊急経済対策に伴う特別定額給付金給付事業と子育て世帯への

臨時特別給付金給付事業に係る経費を予算計上し、本年度一般会計補正予算（第１号）を専決

処分したことについて報告するものです。 

 

【 概 要 】 

 １ 一般会計補正予算（第１号）の概要 

  【歳入】 ＊すべて国庫補助金で一般財源の追加なし 

       15款2項1目1節12細節 

       特別定額給付金給付事業費補助金         22,450,100千円 

       15款2項1目1節13細節 

       特別定額給付金給付事務費補助金           192,434千円 

15款2項2目2節23細節 

       子育て世帯への臨時特別給付金給付事業費補助金   341,800千円 

15款2項2目2節24細節 

       子育て世帯への臨時特別給付金給付事務費補助金    8,618千円 

 

  【歳出】 2款1項15目 

       特別定額給付金給付事業             22,642,534千円 

3款2項6目 

       子育て世帯への臨時特別給付金給付事業        350,418千円 

 

 ２ 専決処分日（補正予算配当日）  令和２年４月３０日 

   ※国の令和２年度補正予算（第１号）の成立日と同一日 

 

 ３ 根拠法令 

  ・地方自治法第180条第1項 

  ・市長において専決処分することができる事項の指定についての２ 

（平成21年3月19日議決） 

 

【 備 考 】 

＊ 問い合わせ先   総務部 財政課 財政係 内線 ２３３４ ４７－１８１６ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ 


